


























































































スへの対応、CSR 経営および CSR 活動の推進、CSR
情報の開示が進展しているとはいえ、十分とは言え
ない現状である。
















みが高い ( 荒木 [2009], 眞崎 [2006])、CSR に積極















































































































因子 二乗和 寄与率 累積寄与率
1 2.616 20.12％ 20.12％
2 1.947 14.97％ 35.09％
3 1.745 13.43％ 48.52％
4 1.374 10.57％ 59.09％
5 1.055 8.11％ 67.20％
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　　CSR 経営ないし CSR 活動に関する情報開示
状況については、CSR 活動についての基本姿
勢・CSR 方針の文書化の有無について、「あり」
47％、「なし」45％、「作成予定」６％、「無回答」
1％となっている。CSR 活動の報告媒体につい
ては、「紙のみ」２％、「WEBのみ」12％、「両方」
36％、「いずれか作成予定」７％、「その他」２％、
「無回答」42％と約半数が何らかの媒体により
組織のCSRに対する取り組みを広く社会にディ
スクローズしている。その中心媒体は、ボラン
タリーに作成・公表されるCSR報告書等である。
（なお、環境配慮促進法の改定により、2006年
以降特定事業者（国立大学法人および独立行政
法人）に環境報告書の作成・公表が義務づけら
れている。そのため、本稿で示す CSR 報告書
等の一部については、ボランタリーではないこ
とを留意しておきたい。）
　　また、投資家を意識した ESG（Environment,	
Social,	and	Governance）情報の開示について
は、「開示している」40％、「非開示」29％、「今
後予定」１％、「検討中」２％、「その他」１％、
「無回答」27％となっており、投資家のニーズ
に対応した情報開示も進展しつつある。これ
は、財務報告から得られる情報だけでは企業の
経営実態や将来性を十分に判定できないという
認識が広まり、株主や投資家といった財務的持
分関係にある利害関係者において ESG 情報に
対する情報ニーズが高まっている結果と考えら
れる。
３　プロマックス法も試験的に行ったが、因子間の
関係も考慮した結果が出るため、境がはっきり
せず、因子負荷量も有意な結果が得られなかっ
た。したがって、今回の分析目的は、日本企業
が CSR モデルにどの程度当てはまるかをみる
ため、因子間の関係を無視した独立した因子を
抽出するバリマックス法を選択した。
４　国税庁（2014）によると欠損法人の割合は
70.3％。
